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　ニコチン依存症はWHOの ICD-11に収載された疾患であり、DSM-5-TRにもタバコ使用症（tobacco use 
disorder）が定義されている。WHOの「たばこ規制枠組条約（FCTC）」第14条は、タバコ使用の中止と依存
症治療を推進する包括的施策を求めている。日本では「健康日本21」などで喫煙率低減目標が掲げられ、保
険禁煙治療も一定程度整備されているが、安定財源の確保、公的保険適用の範囲、禁煙支援サービスの拡充
はいずれも不十分である。とくに、認知行動療法や動機づけ面接などの心理的支援、禁煙電話相談やオンラ
イン支援、禁煙外来受診を促す公衆衛生キャンペーンは、欧米諸国等に比べて十分に普及していない。今後
は、もっとも立ち遅れている心理的支援の抜本的拡充を核に据えつつ、薬物療法の利用環境もなお改善余地
が大きいことを認識したうえで、精神・心理関連団体と連携した専門家育成を進め、包括的な禁煙支援体制
を構築する必要がある。
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ニコチン依存症とFCTC第14条

I．はじめに
ニコチンは、世界保健機関（World Health Organi-

zation；WHO）の国際疾病分類第11版（International 
Statistical Classification of Diseases and Related 
Health Problems, 11th Revision；ICD-11）1）に収載
されたニコチン依存症（nicotine dependence）を引き
起こす依存性物質である。また、ニコチンの摂取デ
バイスであるタバコは、人をニコチン依存症にして
使用を継続させる嗜癖性製品であり、嗜好品（味や香
りを楽しむ品）ではない。2022年に改訂されたアメ
リカ精神医学会の診断基準の最新版である精神障害
の診断・統計マニュアル第5版テキスト改訂版（Di-
agnostic and Statistical Manual of Mental Disorders 
Fifth Edition, Text Revised；DSM-5-TR）2）には、タ
バコ製品の使用に対してタバコ使用症（tobacco use 

disorder）の疾患名が定義されている（改訂前は「タバ
コ使用障害」）。喫煙者の大半はタバコ使用症の患者
であり、各種調査を総合した厚生労働省の報告書に
よると、喫煙者のうちタバコ使用症に該当する者の
割合は69～89％と見積もられている 3）。
世界保健機関が主導して策定した「たばこ規制枠
組条約」（Framework Convention on Tobacco Con-
trol；FCTC）は、タバコ規制の国際的な枠組みを提供
する条約であり、その第14条では禁煙支援に関する
具体的施策を求めている。本稿では、禁煙支援の本
質がニコチン依存症という疾患の治療であるという
前提を踏まえつつ、日本におけるFCTC第14条の履
行状況を整理し、欧米諸国や近隣アジア諸国との比
較を行う。その上で、特に日本が直面している課題
や今後の展望について考察する。

II．FCTC第14条の概要
1．FCTC第14条の内容

FCTC第14条は、各締約国に対して、ニコチン
依存症の治療プログラム立案・実施を含むタバコ使
用の中止を促進する包括的な施策の実施を求めてい 
る 4）。具体的には、表1に示す内容が柱である。
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2．FCTC第14条ガイドラインの主なポイント
FCTC第14条を具体化する指針として、WHOは

2010年に「FCTC第14条ガイドライン」を公表してい
る 5）。このガイドラインは、国ごとの医療制度や公衆
衛生環境に応じて、科学的根拠に基づいた禁煙支援
策を策定・実施する際の参考とされる。主なポイン
トは表2のとおりである。

III．日本におけるFCTC第14条ガイドライン 
　  履行状況
1．全国的タバコ使用低減戦略の策定

FCTC第14条ガイドライン（以下、FCTCガイド
ラインという）は、上述のように、締約国が第14条
履行のために策定すべき包括的指針として、（1）全国
的タバコ使用低減戦略、（2）禁煙治療ガイドライン、
の策定を求めている。（1）は、タバコ使用低減と禁煙
治療対策を促進するための財政措置と戦略的プログ
ラム策定を主目的としたもの、（2）は、自国の事情を
考慮に入れた、科学的根拠に基づいた禁煙治療のた
めのガイドラインである。

わが国において厚生労働省が2000年から推進し、
現在は第三次が進められている「健康日本21」6）は、
2032年までに20歳以上の者の喫煙率12％および中
学生・高校生の喫煙者の割合0％の目標を数値とし
て掲げ、禁煙を推進するための健康教育や受動喫煙
防止策の強化、保険診療としての禁煙治療の活用促
進を目指すこととされている。これらの点で、わが
国の方針は、前述の（1）である全国的タバコ使用低
減戦略の趣旨と合致する。一方で、FCTCガイドラ
インが強調する恒常的な財政措置（禁煙治療への財
源確保やタバコ税収の活用など）の位置づけが不明瞭
であるとともに、その財政措置を前提とした禁煙支
援サービスの拡充・普及に関する具体的戦略が示さ
れていない。

2．禁煙治療ガイドライン策定
FCTCガイドラインは、締約国は自国の事情を考

慮に入れ、科学的根拠に基づいた禁煙治療ガイドラ
イン（前述の（2））を策定することを求めている。わ
が国には、喫煙関連疾患や公衆衛生問題を扱う9学

1．タバコ使用中止と依存症治療を促進する科学的根拠に基づく包括的指針の策定と実施
2．このための努力義務
　（a） 使用の中止を促進するキャンペーンの実施
　（b） 国内の保健医療システムへの禁煙プログラム組み込み（診断、治療、カウンセリング）
　（c） 保健医療施設等における禁煙プログラム作成（予防、診断、治療、カウンセリング）
　（d） 禁煙治療薬を含む禁煙治療の価格補助

FCTC第14条は、各締約国にタバコ使用低減および禁煙治療の推進について、包括的指針の策定と実施を求めて
いる（文献4より作成）。

1．土台の整備
　・全国的タバコ使用低減戦略および根拠に基づく禁煙治療ガイドラインの整備
　・医療専門家に限らない禁煙支援サービス提供者の育成
　・安定的資金の確保（タバコ税の目的税化などを含む）
2．包括的な禁煙治療体制
　・短時間アドバイスや電話相談など、広範囲へのアプローチ
　・多職種による行動科学的サポートと薬物療法による個別アプローチ
　・薬物療法を含む禁煙治療の低価格化・無料化などの経済的支援
3．多角的な啓発活動
　・マスメディアを活用した禁煙および禁煙治療の啓発
　・既存の保健医療システムにおける禁煙勧奨のルーチン化
　・官民の健康保険システムによるニコチン依存症の疾病認定

FCTC第14条ガイドラインには、各国の状況に即した具体的な実施の参考事項がまとめられている。

表 1　たばこ規制枠組条約（FCTC）第 14条の内容

表2　たばこ規制枠組条約（FCTC）第 14条ガイドラインの主なポイント
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会が合同でまとめた「禁煙ガイドライン」7）と、日本
循環器学会など4学会が作成した「禁煙治療のための
標準手順書」8）がある。
前者は、禁煙治療のみならず防煙教育や禁煙環境

の整備まで含めた広範な領域における保健医療従事
者の役割を示したもので、その前文には、基本精神
として「喫煙は“喫煙病（依存症＋喫煙関連疾患）”とい
う全身疾患であり，喫煙者は“積極的禁煙治療を必要
とする患者”」という認識が示されている。2005年に
発表されたこの「禁煙ガイドライン」は、疾患としての
喫煙の認識や、日本人を対象とした喫煙関連疾患の
リスクを示した点で、2006年から始まった禁煙治療
の保険適用に一定の影響を与えたものと考えられる。
後者の「禁煙治療のための標準手順書」は、厚生労
働省が定めた保険診療の算定要件に則り治療を行う
場合の具体的な手順をまとめた文書である。これに
は、ニコチン依存症の診断方法や保険適用要件、治
療スケジュールとプロセス、患者説明資料や帳票類
がまとめられており、医療機関で禁煙外来を開設す
る助けとなっている。

3．禁煙支援サービスの提供体制
日本では2006年より禁煙治療への公的医療保険の
適用が始まり、一定の条件を満たす喫煙者は保険適
用で禁煙治療を受けられるようになった。保険適用
であるということは、比較的安価で治療を受けられ
るということであり、これはFCTC第14条第2項で
定める「治療の費用を妥当なものとすること」という
項目を満たしているといえる。また、2025年7月27
日時点で、全国に16,238施設の保険禁煙治療実施医
療機関が掲載されており9）、多くの人々が治療にアク
セスすることが可能となっている。しかし、喫煙者
に禁煙外来受診を動機づけるポピュレーションアプ
ローチの不足に加え、コロナ禍や禁煙補助薬バレニ
クリンの出荷停止（2021年6月～2025年10月）15）な
どの影響も残っており、潜在的に禁煙を望む人々に
治療が十分に行き渡っていないのが実情である。
また、企業、職域、地域保健センターなどでも禁
煙支援プログラムが展開されているが、欧米で一般
的な「Quitline（禁煙ホットライン）」やオンラインカ
ウンセリングなどの仕組みは、禁煙へのエビデンス
が集積されていながら 10）、わが国ではまだ十分普及
しているとはいえない。喫煙者が必要なタイミング
で専門的サポートを得られる環境を整えるためには、

このようなサービスの早急な整備が必要である。
さらに、わが国の大きな課題として、禁煙治療が
薬物療法に頼りがちであり、FCTC第14条第2項が
推奨する「カウンセリング・サービス」の提供が著し
く立ち遅れていることが挙げられる。たとえば、認
知行動療法 11, 12）や動機づけ面接 13）は、禁煙支援にお
いて確実なエビデンスがあり、欧米各国の禁煙治療
ガイドラインに収載されているが、わが国の禁煙治
療では広く実施されているとはいえず、治療ガイド
ラインでもごくわずかしか触れられていない。今後、
治療ガイドラインの内容をより充実させるとともに、
専門家の育成や精神医学・臨床心理学領域との連携
強化を図るなど、さらなる改善の余地がある 14）。

4．禁煙補助薬の普及状況
ニコチン置換療法（パッチ、ガム）やバレニクリン

といった禁煙補助薬が国内で広く使用可能となって
おり、ニコチンパッチとバレニクリンは保険適用の
対象である。ニコチンパッチやガムは一般用医薬品
として処方箋なしに薬局でも入手でき、喫煙者が禁
煙を試みるときにより低いハードルで利用できる。た
だし、2021年に生じたバレニクリンの長期の出荷停
止と、それにともなうニコチンパッチの不足は、薬
物療法に傾倒した禁煙治療の現場に混乱をもたらし
た。欧米各国やオーストラリアなどの広い地域で承
認されている禁煙補助薬のブプロピオンが日本では
未承認であることも、混乱に拍車をかけたものと考
えられる。

5．公衆衛生キャンペーンの実施
日本の成人喫煙率は長期的に減少しており、令和

6年国民健康・栄養調査では14.8％と、平成24年以
降の年次推移では令和4年調査と並ぶ低値であった
が、健康日本21（第三次）の目標値12％にはなお達
していない 16）。FCTC第14条第2項は、ニコチン依
存症への予防・治療キャンペーンを実施することを
求めている。しかし、欧米諸国で行われているよう
な大規模かつ継続的なテレビCMなどを用いた禁煙
キャンペーンはほとんどみられず、厚生労働省や禁
煙補助薬メーカー、医療団体、地方自治体などが一
時的にテレビCMを流した実績を持つのみである。
動画サイトなど新たなメディアを活用した取り
組みも限定的である。このようなわが国の現状は、
FCTCに基づいた政策を推進するためにWHOが推
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奨する「MPOWER」戦略 17）と比較して強度が不足し
ており、禁煙と喫煙継続の間で揺れる喫煙者の背中
を押すためには、禁煙を奨励するメッセージを継続
的に発信することが重要である 18）。

IV．他国の状況
欧米諸国とアジア諸国における治療へのアクセス

（accessibility）や公的保障（universal health cover-
ageを含む）、専門家育成の状況は次のとおりである。
1．欧米諸国の状況
アメリカにおいては、保険プランや州の政策に

よって差異はあるが、2010年以降の新規保険プラン
（Affordable Care Act；ACA）では、禁煙治療やカウ
ンセリング、禁煙補助薬は患者自己負担なしで提供
されるケースが増えている。さらに、無料電話相談
の「Quitline」や禁煙支援専用アプリなどが普及して
おり、リアルタイムでのサポートや、SNSを通じた
コミュニティとの交流が重視される傾向にある。ア
メリカ保健福祉省が禁煙治療ガイドライン 19）を公表
しているほか、アメリカ精神医学会が依存症全体を
網羅する物質使用障害治療ガイドライン 20）の1項目
として禁煙治療のガイドラインを発表しているのは
特記すべきことである。
利用のしやすさでは、アメリカでは保険者や州に

より差があるが、CDCは包括的禁煙治療給付とし
て、個別・集団・電話カウンセリング、FDA承認
禁煙補助薬、少なくとも年2回の禁煙試行、各試行
4回以上・1回10分以上のカウンセリングを含める
ことを示している 21）。主な治療機関はプライマリケ
ア医（家庭医）を通じた初期診療のほか、一部の大
病院・メディカルセンターにタバコ依存治療専門外
来が併設されているケースもある。禁煙治療・カウ
ンセリング専門家の育成状況では、「Tobacco Treat-
ment Specialist；TTS」等の専門家育成プログラムが
あり、それらを認定する評議会（Council for Tobacco 
Treatment Training Programs；CTTTP）が置かれて
いる 22）。
イギリスでは、地域の禁煙支援サービスを通じて
行動支援を無料で受けられることが多く、薬剤費は
処方料や地域の助成制度により負担が異なる。また、
NHSや地方自治体などを通じ、禁煙外来だけでなく
オンラインサポートや電話相談など、多様なサービ
スが提供されている 23）。利用回数や薬剤助成の運用
は地域サービスの設計に左右されるが、地方自治体

が委託・運営する禁煙支援サービス（Stop Smoking 
Services等）が中心となる 24）。禁煙治療・カウンセリ
ング専門家の育成状況では、国立禁煙支援・研修セ
ンター（National Centre for Smoking Cessation and 
Training；NCSCT）が主導する「禁煙実践者（Stop 
Smoking Practitioners）」の育成プログラムが存在
し、実践的な教育や資格認定が行われている。公的
機関や非政府組織（Action on Smoking and Health；
ASH等）と連携して、多数の専門家が地域で活動し
ている 25）。

2．アジア諸国の状況
韓国では、無料の禁煙電話相談が2006年から実

施されており、登録者に対し1年間の無料カウンセ
リングを提供している。2015年からは、保健所で
の禁煙治療が原則無料化されている。ただし、途中
で通院を中止すると自己負担が発生する。また、バ
スを用いた出張禁煙支援サービスや、禁煙困難者
に対する無料の集中治療を提供する地域の禁煙セン
ターが稼働している。禁煙治療・カウンセリング専
門家の育成状況では、国民健康保険公団（National 
Health Insurance Service；NHIS）が実施する禁煙治
療支援事業の枠組みの下で、医療機関、保健所、地
域禁煙センターなどで支援に従事する人材が配置さ
れている 26）。
中国は世界最大のタバコ生産・消費国であり、

FCTC批准後も都市部と農村部の格差や産業構造の
問題などから、禁煙対策は限定的な進展に留まって
いる。欧米諸国のような「保険診療で一定回数まで
禁煙治療を無償・定額負担する」といった全国統一
の制度は確立しておらず、多くの公的保険（都市職工
医保・城郷居民医保など）では、禁煙治療が明確に
包括されていないため、受診者の自己負担が基本と
なっている。大都市（北京・上海・広州など）の大規
模病院（呼吸器内科や公衆衛生科）に禁煙クリニック
が設置されている場合があるが、国全体で見ると数
は限られている 27）。禁煙治療・カウンセリング専門
家の育成状況では、医師、看護師、薬剤師など医療
従事者を対象に、禁煙カウンセリングの短期研修や
WHO提携プロジェクトなどが行われているものの、
全国統一の認定資格は整備されていない 28）。
インドは、多数の無煙タバコ使用者を擁する。禁
煙治療を全国一律に包括する公的医療保険制度は確
立しておらず、民間保険による禁煙治療の補助は限
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定的である。しかし、「デジタルインディア」と呼ば
れる国家的構想の一環として、登録者にSMSまたは
対話型音声応答によるコンテンツを配信するサービ
スを提供している。年間何回まで保険で禁煙治療を
受けられるかなどの明確な全国的規定は設けられて
おらず、州や病院ごとの方針やプログラム予算に委
ねられているのが実情であり、多くのケースで自己
負担またはNGOの補助に頼ることも少なくない。中
央および州政府が推進するNational Tobacco Con-
trol Programme（NTCP）の一環で、公衆衛生担当者
や医療従事者に対する禁煙支援研修を行っており、
専門の認定資格というよりは、医師・カウンセラー
がNTCPや関連NGOの講習を受講し、禁煙支援の
基礎を習得する方式が主流である 29, 30）。
イランは、WHOの支援を得て、2021年に無料の
全国禁煙ヘルプラインを整備し、全国63の医科大
学に政府の精神衛生・依存症対策部門が指導する
禁煙外来を設置した 31）。公的保険制度があるもの
の、禁煙治療を何回まで公費または保険でカバーす
るといった全国レベルの制度は確認されていない。
大学病院や一部の公共医療機関で禁煙外来が設置さ
れ、簡易なカウンセリングや薬物療法を提供してい
るが、保険適用範囲や回数制限は医療機関単位で設
定される場合もある。主な医療機関は、首都テヘラ
ンなど主要都市の大規模病院、公衆衛生当局の指定
クリニックなどで禁煙サポートを行っているものの、
農村部や地方では十分なサービスが行き渡っていな
いとの報告もあり、専門外来そのものが少ない状況
である。イラン保健医療教育省（Ministry of Health 
and Medical Education）や医科大学の公衆衛生学部
が、医師・看護師向けに禁煙治療の継続教育プログ

ラムを提供しているとの報告はあるが、専任の禁煙
カウンセラーやタバコ治療専門資格の制度化は進ん
でいないのが現状であり、多くは医師が兼任でカウ
ンセリングを行う形となっており、十分な専門家数
は確保されていない 32）。

V．日本における課題
1．財政措置を含めた全国的タバコ使用低減戦略の
　  確立
日本には、先述のように、包括的な健康政策の指
針として「健康日本21」があり、その一部として喫煙
率低減目標を含んだ禁煙政策の推進が盛り込まれて
いる。しかしながら、禁煙治療体制の拡充や普及を
実現させるための財政措置については不明瞭で、こ
のことが禁煙治療の拡充を阻んでいる側面がある。

FCTCガイドラインが、タバコ使用中止促進のた
めの経費をタバコ税の目的税化などによって補うよ
う提案していることなどを考慮しつつ、安定的な財
政措置、オンライン禁煙支援プラットフォーム展開、
持続的な大規模禁煙キャンペーン、禁煙支援サービ
ススタッフの育成などを含む全国的タバコ使用低減
戦略を確立する必要がある。

2．医療保険制度の拡充
日本における禁煙治療は公的医療保険によって一
定程度カバーされるが、施設、対象者、期間、回数
において科学的根拠に基づいていない制限があり、
柔軟性に欠ける。アルコール依存症などに対する治
療と同等の扱いになることが望ましく、基本的には、
禁煙したい人がいつでもどこでも禁煙支援を受ける
ことができるように、表3に示すような改善、拡充

1．施設
　・歯科への適用拡大（歯科医療においても禁煙は重要）
　・呼気一酸化炭素濃度測定器設置要件の撤廃（加熱式タバコ普及による測定意義の低下）
　・禁煙困難者を対象にした集中治療施設の設置
2．対象者
　・ブリンクマン指数による制限を撤廃（禁煙治療の必要性を反映していない）
　・入院患者への適用拡大（入院中の禁煙支援は退院後の禁煙継続に有効）
3．治療期間および回数
　・患者の状況に合わせた柔軟な期間と回数の提供
　・年 1回までの治療制限緩和
　・長期フォローアップのための体制整備
4．内容
　・認知行動療法実施への保険算定
　・集団療法への保険算定
日本の保険禁煙治療制度には柔軟性に欠ける制限があり、今後の改善・拡充が期待される。

表3　日本における保険禁煙治療の改善・拡充課題
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が必要であると考えられる。

3．全国規模のオンライン禁煙支援プラットフォーム
構築
欧米諸国で普及している電話相談やオンライン禁
煙支援プログラムは、明確なエビデンスがあるにも
かかわらず、全国的な公的制度としては日本では未
実施である。公的資金や民間企業との連携を通じて、
全国規模のオンラインプラットフォームを整備する
ことが喫緊の課題である。

4．大規模禁煙キャンペーン実施
大規模メディアキャンペーンは、アメリカ、イギ

リス、ドイツなど多くの欧米諸国で行われているが、
日本ではほとんど行われていない。とりわけ若年層
に対する効果的なメッセージ発信が不十分であり、
SNSや動画配信サービスといった新しいメディアを
活用する余地が大きい。またその際には、単に喫煙
の害を訴えるだけでなく、行動経済学や社会心理学
などの知見を活用し、有効性が期待できるメッセー
ジとする必要があるだろう。さらに、単に知識提供
型の啓発活動よりも、行動療法的なスキル訓練型の
予防教育のほうが効果的であるとのエビデンスがあ
る 33）。これは必ずしも大規模キャンペーンでなく、
学校ベースのプログラムでも十分な効果が期待でき
る 34）。

5．対人支援職育成における禁煙支援教育
FCTCガイドラインは、医療専門家に限らない禁

煙支援サービス提供者の育成、および多職種による
行動科学的サポートを求めている。保健医療専門家
はもちろんだが、福祉、教育、心理などの専門家育
成課程や生涯教育においても、禁煙支援の教育を行
うようにしていく必要がある。
また、FCTCガイドラインは、医療従事者がタバ

コを吸わないモデルを示し、喫煙が有害であるとい
うメッセージを有効に発信するために、禁煙支援に
携わる医療従事者の禁煙推進を明示している。日本
では、日本呼吸器学会など一部の専門医制度で、非
喫煙であることが資格要件とされているが、このよ
うな取り組みはごく一部である。また、専門家育成
課程を含め、医療従事者の禁煙を支援する制度を整
える必要もあるだろう。

6．認知行動療法や動機づけ面接の専門家育成
ニコチン依存症の心理的要因に直接働きかける方
法として、認知行動療法 11, 12）や動機づけ面接 13）の有
効性が多くの研究から示されている。
日本では、これらの介入を専門的に実施できる医
療従事者が少なく、さらに禁煙治療に特化した専門
家となるとほとんど存在しないのが現状である。認
知行動療法を用いた禁煙治療では、喫煙行動を維持
させているメカニズムを行動科学または認知行動モ
デルに基づいて概念化し、具体的な行動目標や対処
法を明確化していくアプローチが重視される。こう
した支援を提供できる専門家を育成するには、大学
や専門研修での人材育成プログラムの充実が不可欠
である。
動機づけ面接については、日本では禁煙支援の領
域を発端に普及した経緯もあり、その知識や技能の
ある禁煙支援専門家は他領域に比べて比較的多い。
しかしながら、動機づけ面接は専門技法であるため、
各医療機関で少なくとも1名の臨床スタッフが動機
づけ面接の研修を受けることが有益であり得るとい
うアメリカの禁煙治療ガイドライン 19）に照らしても、
日本の体制はなお不十分である。

7．精神医療との連携
ニコチン依存症は他の精神疾患との併存率が高く、

うつ病や統合失調症など他の精神疾患を抱える患者
の喫煙率が高いことは広く知られている 35）。しかし、
日本の精神医療現場では、喫煙の問題が後回しにさ
れるケースが多く、たとえば入院治療中であっても
患者の喫煙行動が十分にコントロールされていない
場面が少なくない。
精神医療の一環として禁煙治療が導入されること

で、患者の身体的・精神的健康を総合的に改善する
可能性が高まる 36）。今後、日本でも精神医療と禁煙
治療の連携を強化し、統合的なケアを提供する体制
を整えることが期待される。

おわりに
FCTC第14条およびそのガイドラインをより確実

に履行していく上で、日本禁煙学会が果たすべき役
割は大きい。他の保健医療団体などと連携を取りつ
つ、禁煙治療等への安定的財源確保や禁煙治療の保
険適用基準見直しなどについての政策提言の発信を
継続的に行うとともに、比較対象となる海外の禁煙
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支援システムの状況について、会員や政策決定者、
マスメディア、一般社会の人々に周知することが肝
要である。
禁煙治療セミナーや専門資格認定制度など各種機
会を捉えて禁煙支援の専門家をさらに活発に育成し
ていく必要もあるだろう。特に、認知行動療法と動
機づけ面接については、積極的に研修機会を提供で
きることが望ましい。なお、これらの取り組みのた
めには、喫煙関連疾患を扱う学術団体等との連携は
もちろん、精神医学やカウンセリング等を専門とす
る団体とも連携を図り、人材や情報の共有を行って
いく必要がある。
また、現在「きんえん電話相談室」を日本禁煙学会
役員個人の労力で運営しているが、これを持続可能
な形でシステム化するとともに、AIチャットなどを
活用した自己管理ツールの開発を進めることも選択
肢の一つである。

利益相反　
開示すべき利益相反はない。
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ニコチン依存症とFCTC第14条

Abstract
Nicotine is a highly addictive substance that causes nicotine dependence, a disorder classified in the WHO 

ICD-11. The DSM-5-TR also defines tobacco use disorder, and an estimated 69–89% of smokers in Japan 
meet criteria for this disorder. Article 14 of the WHO Framework Convention on Tobacco Control (FCTC) 
calls on Parties to promote tobacco cessation and treatment for tobacco dependence. Although Japan has set 
smoking-reduction targets through policies such as Health Japan 21, stable funding and strategic expansion 
of cessation services remain insufficient.

Japan has clinical guidelines and a standard procedure manual for smoking cessation treatment. However, 
public health insurance coverage is constrained by facility, patient, duration, and frequency requirements that 
are not fully evidence-based, limiting flexible access. Smoking cessation treatment during dental or inpatient 
care and psychological approaches such as cognitive behavior therapy and motivational interviewing remain 
underused.

International comparison shows more developed systems in some countries: the United States uses quitlines, 
online resources, and insurance-based coverage that varies by plan and state; the United Kingdom provides 
stop smoking services through the NHS and local authorities; and South Korea provides national smoking 
cessation services, including health-insurance-supported treatment and counseling. These examples highlight 
Japan’s limited nationwide use of quitlines and online cessation support.

Key challenges for Japan include the absence of a clear stable-financing strategy, restrictive health-
insurance criteria, insufficient integration of evidence-based psychological interventions, limited public 
health campaigns to encourage cessation treatment, and the need for trained professionals. Japan should 
secure stable funding, expand insurance coverage, strengthen professional training including mental health 
collaboration, and develop nationwide telephone and online cessation-support platforms.

Key words
nicotine dependence, FCTC Article 14, smoking cessation treatment guidelines, cognitive behavior therapy, 
motivational interviewing
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